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医療計画中間案からの修正箇所について 

頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

188 ア 病院及び診療所 

○ 平成27年度時点で、在宅医療への積極的な役割を担う医療機関として、在宅療養支

援病院６施設、在宅療養支援診療所85施設の届出があり、人口10万人当たり在宅療養

支援病院が0.5施設、在宅療養支援診療所が6.6施設といずれも全国（病院0.9施設、診

療所11.6施設）を下回っています。 

 

〇 在宅医療を実施する医療機関と連携して、緊急時に入院を希望する病院としてあら

かじめ病院に届け出ている患者について、緊急時に対応し、必要に応じて入院受入れ

を行う在宅療養後方支援病院は、盛岡圏域に２施設となっています。 

 

 

○ 訪問診療を受けた患者数（人口10万人対）は、県内で3,172.8人と、全国（5,596.3

人）の半分程度となっています。圏域別にみると、釜石圏域が7,814.2人と全国以上に

実施していますが、久慈、二戸圏域の県北においては少なく、釜石と二戸圏域では約

８倍の差がみられるなど、地域による差が大きくなっています。 

 

〇  また、往診を受けた患者数（人口 10万人対）についても、訪問診療と同様の傾向 

であり、岩手県は 627.3人と、全国（1,364.3人）の半分程度となっています。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

ア 病院及び診療所 

○ 平成28年３月末時点で、在宅医療への積極的な役割を担う医療機関として、在宅療

養支援病院６施設、在宅療養支援診療所85施設の届出があり、人口10万人当たり在宅

療養支援病院が0.5施設、在宅療養支援診療所が6.6施設といずれも全国（病院0.9施設、

診療所11.6施設）を下回っています。 

 

〇 平成28年３月末時点で、在宅医療を実施する医療機関と連携して、緊急時に入院を

希望する病院としてあらかじめ病院に届け出ている患者について、緊急時に対応し、

必要に応じて入院受入れを行う在宅療養後方支援病院は、盛岡圏域に２施設となって

います。 

 

○ 平成27年度に訪問診療を受けた患者数（人口10万人対）は、県内で3,172.8人と、

全国（5,596.3人）の半分程度となっています。圏域別にみると、釜石圏域が7,814.2

人と全国以上に実施していますが、久慈、二戸圏域の県北においては少なく、釜石と

二戸圏域では約８倍の差がみられるなど、地域による差が大きくなっています。 

 

〇 また、平成27年度に往診を受けた患者数（人口10万人対）についても、訪問診療と

同様の傾向であり、岩手県は627.3人と、全国（1,364.3人）の半分程度となっていま

す。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                         

 

出典の時点を明記 

 

 

188 

 

イ 訪問看護ステーション 

○ 平成 28年の訪問看護ステーション数は 89事業所であり、人口 10万人当たり 7.0 

事業所と全国（6.9事業所）とほぼ同等となっています。また、機能強化型の訪問看 

護ステーションは、岩手中部圏域に１事業所となっています。 

 

○ また、平成 28年現在の訪問看護ステーションの従事者数は 375人であり、近年増 

加傾向にありますが、人口 10万人当たりでは 29.6人と全国（32.8人）を下回って 

います。また、施設当たりの看護師数は、H28は 4.2人と全国（4.8人）を下回って 

います。 

 

○ 平成 27年重症心身障がい児・者等実態調査によると、小児訪問看護を実施してい 

る訪問看護ステーション数は、県内に７施設あり、９人の重症心身障がい児に訪問 

看護を提供しています。 

 

イ 訪問看護ステーション 

○ 平成28年10月１日現在の訪問看護ステーション数は89事業所であり、人口10 

万人当たり7.0事業所と全国（6.9事業所）とほぼ同等となっています。また、機 

能強化型の訪問看護ステーションは、岩手中部圏域に１事業所となっています。 

 

○ また、平成28年10月１日現在の訪問看護ステーションの従事者数は375人であ 

り、近年増加傾向にありますが、人口10万人当たりでは29.6人と全国（32.8人） 

を下回っています。また、施設当たりの看護師数は、H28は4.2人と全国（4.8人） 

を下回っています。 

 

○ 平成 27年重症心身障がい児・者等実態調査（県保健福祉部障がい保健福祉課調べ） 

によると、小児訪問看護を実施している訪問看護ステーション数は、県内に７施設あ 

り、９人の重症心身障がい児に訪問看護を提供しています。 

 

 

 

 

 

出典の時点を明記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【資料２－４】 
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頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

188 イ 訪問看護ステーション 

 

イ 訪問看護ステーション 

 

訪問看護の現状を表す図表の追

加 

 

189 ウ 歯科診療所 

 ○ 平成28年の在宅療養支援歯科診療所数は165施設であり、人口10万人当たり12.9施

設と全国（4.9施設）を上回っているとともに、すべての二次保健医療圏において も

全国を上回っています。 

 

ウ 歯科診療所 

○ 平成28年３月末の在宅療養支援歯科診療所数は165施設であり、人口10万人当たり

12.9施設と全国（4.9施設）を上回っているとともに、すべての二次保健医療圏におい

て も全国を上回っています。 

  

○ 平成27年度の歯科訪問診療料の算定回数は38,303回であり、人口10万人当たり

2,992.4回と全国（8,065.1回）を下回っています。また、訪問歯科衛生指導の算定回

数は14,813回であり、人口10万人当たり1,157.会人と、全国（3,960.7回）を下回って

います。（いずれも厚生労働省「第２回NDBオープンデータ」） 

 

出典の時点を明記 

 

 

 

歯科診療の現状を表すデータの

追加 

 

No.12 

No.13 

189 エ 薬局 

○ 平成28年の訪問薬剤管理指導届出施設数は425施設であり、人口10万人当たり33.2

施設と全国（36.2施設）を下回っています。また、平成29年岩手県医療機能調査によ

ると、平成29年４月中に訪問指導を実施した薬局は166施設となっています。 

 

エ 薬局 

○ 平成28年３月末の訪問薬剤管理指導届出施設数は425施設であり、人口10万人当た

り33.2施設と全国（36.2施設）を下回っています。また、平成29年岩手県医療機能調

査によると、平成29年４月中に訪問指導を実施した薬局は166施設となっています。 

 

 

出典の時点を明記 

 

190 オ 介護施設（短期入所生活介護：ショートステイ）の状況 

○ ショートステイ事業所数は246事業所であり、人口10万人当たり19.2事業所と全国

（11.5事業所）を上回っています。また、全ての圏域で全国を上回っているほか、久

慈、二戸など、県北圏域が高い傾向があります。 

 

○ ショートステイ利用者数は人口10万人当たり5,204.2人であり、全国（3,064.1人） 

を上回っています。利用者数についても全ての圏域で全国を上回っています。 

オ 介護施設（短期入所生活介護：ショートステイ）の状況 

○ 平成27年10月１日のショートステイ事業所数は246事業所であり、人口10万人当た

り19.2事業所と全国（11.5事業所）を上回っています。また、全ての圏域で全国を上

回っているほか、両磐、久慈、二戸圏域が高い傾向があります。 

 

○ 平成27年度のショートステイ利用者数は人口10万人当たり5,204.2人であり、全 

国（3,064.1人）を上回っています。利用者数についても全ての圏域で全国を上回 

っており、胆江、二戸圏域で高い傾向があります。 

 

 

 

出典の時点を明記したほか、圏域

の状況を修正 

 

 

特に利用回数が多い圏域につい

て加筆 

 

  

（図表 4-2-39）人口 10万人当たり訪問看護利用者数 

 
出典：医療保険利用分：NDB（H27） 

介護保険利用分：介護保険事業状況報告（H27） 
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頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

190 （看取りの状況） 

○ 平成29年医療機能調査によると、自宅等、患者の希望する場所で人生の最終段階に

おけるケアを行える体制を整えていると回答した病院、診療所は137施設（全体の

17.5％）、訪問看護ステーションは78事業所（92.9％）となっています。 

 

（看取りの状況） 

○ 平成29年岩手県医療機能調査によると、自宅等、患者の希望する場所で人生の最終

段階におけるケアを行える体制を整えていると回答した病院、診療所は137施設（全

体の17.5％）、訪問看護ステーションは78事業所（92.9％）となっています。 

 

 

出典を修正 

 

191 【求められる医療機能等】 

 

【求められる医療機能等】 

 

（退院支援） 

○退院支援に求められる医療機

能の明確化 

 

○「在宅医療に関する機関」を医

療機関等の例に追加 

 

（急変時の対応） 

○救急との連携等が重要になる

ことから、医療機関等の例に追加 

 

No.8 

193 （退院支援） 

○ 入院医療機関においては、退院支援担当者の配置と調整機能の強化を推進し、入院医

療機関と在宅医療に関係する機関（かかりつけ医、訪問看護ステーション、居宅介護支

援事業所等））の円滑な連携により、切れ目のない継続的な在宅医療提供体制を確保す

ることが必要です。 

 

（退院支援） 

○ 入院医療機関においては、退院支援担当者の配置と調整機能の強化を推進し、入院医

療機関と在宅医療に関係する機関（かかりつけ医、かかりつけ歯科医師、かかりつけ薬

剤師、訪問看護ステーション、居宅介護支援事業所等））の円滑な連携により、切れ目

のない継続的な在宅医療提供体制を確保することが必要です。 

 

 

入退院調整において、かかりつけ

歯科医師、かかりつけ薬剤師等の

役割も重要となることから追加 

 

No.11 

 

194 ○ 在宅患者の効果的な薬物療法のために、かかりつけ薬剤師・薬局が地域包括ケアシス

テムを提供する一因として、薬歴の管理、薬の正しい飲み方の説明、服用状況の確認、

副作用のチェックなどの薬学的管理指導を行い、患者の状況について医師等と情報共有

することが求められています。 

 

〇 治療中の在宅患者が入院した場合や、退院により在宅での治療に移行した場合におい

ても、安全で継続した薬物療法を受けられるよう、かかりつけ薬剤師・薬局と医療機関

の薬剤師が相互に患者の薬歴等の情報提供を行う「薬薬連携」も必要です。 

○ 在宅療養者の効果的な薬物療法のために、かかりつけ薬剤師・薬局が地域包括ケアシ

ステムを提供する一因として、薬歴の管理、薬の正しい飲み方の説明、服用状況の確認、

副作用のチェックなどの薬学的管理指導を行い、在宅療養者の状況について医師等と情

報共有することが求められています。 

 

〇 治療中の在宅療養者が入院した場合や、退院により在宅での治療に移行した場合にお

いても、安全で継続した薬物療法を受けられるよう、かかりつけ薬剤師・薬局と医療機

関の薬剤師が相互に在宅療養者の薬歴等の情報共有を行う「薬薬連携」も必要です。 

表記の揺れを「在宅療養者」に統

一 

 

 

 

「情報提供」を「情報共有」に修

正 

 

194 （日常の療養支援） 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、ケアマネジャー、介護職員など、在宅医療に関わ

る人材の育成を図るとともに、地域において医療・介護従事者がお互いの専門的な知識

を活かしながらチームとなって患者・家族をサポートしていく体制を構築することが求

められています。 

（日常の療養支援） 

○ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師、歯科衛生士、（管理）栄養士、ケアマネジャー、

介護職員など、在宅医療に関わる人材の育成を図るとともに、地域において医療・介護

従事者がお互いの専門的な知識を活かしながらチームとなって患者・家族をサポートし

ていく体制を構築することが求められています。 

 

在宅医療に関わる人材として、重

要である歯科衛生士及び（管理）

栄養士について記載を追加 

 

No.12 

No.13 

No.23 

194 ○ 地域の住民をはじめとし、県民全体で在宅医療に関する理解促進と知識の向上を図る

必要があります。 

○ 地域の住民をはじめとし、県民全体で在宅医療に関する理解促進を図る必要がありま

す。 

「理解促進」と「知識の向上」は

重複する表現であることから、

「知識の向上」を削除 
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頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

195 （急変時の対応） 

○ 患者の氏名、生年月日、既往歴等の基本的な情報を記した「緊急時連絡表」や、地域

医療情報連携ネットワークの活用などにより、在宅医療に関係する機関や入院医療機関

との情報連携体制を構築するなど、急変時の円滑な受入れ態勢の整備が必要です。 

 

（急変時の対応） 

○ 患者の氏名、生年月日、既往歴等の基本的な情報を記した「緊急時連絡表」や、地域

医療情報連携ネットワーク（ＩＣＴ）の活用などにより、在宅医療に関係する機関や入

院医療機関及び救急搬送を担う消防署との情報連携体制を構築するなど、急変時の円滑

な受入れ態勢の整備が必要です。 

 

急変時の対応において、救急搬送

を担う消防署との連携体制も重

要であることから、記載を追加 

 

No.8 

195 【数値目標】 

 

【数値目標】 

 

 

（訪問診療を受けた患者数） 

在宅医療等の追加的需要に係

るデータを精査したことによる

修正。 

 

（歯科訪問診療を受けた患者数） 

歯科訪問診療の推進のため、数

値目標に追加 

 

 

 

 

 

 

No.16 

196 ア 連携体制の構築等 

○ 地域において在宅医療に必要な連携を担う拠点在宅医療連携拠点を中心に、地域包

括支援センター等市町村と地域の関係機関（地域包括支援センター、居宅介護支援事

業所、基幹相談支援センターや医療機関等）が連携しながら、医療や介護、家族の負

担軽減につながるサービスが適切に紹介されるよう多職種協働による切れ目のない継

続的な在宅医療提供体制の構築を図ります。   

また、医療や介護資源に地域差がある中で取組みを促進するため、在宅医療連携拠

点の広域設置を促し、市町村等単独では取組みが困難な課題等への調整、対応を推進

します。 

 

ア 連携体制の構築等 

○ 地域において在宅医療に必要な連携を担う拠点在宅医療連携拠点を中心に、市町村

と地域の関係機関（地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、基幹相談支援セン

ターや医療機関等）が連携しながら、医療や介護、家族の負担軽減につながるサービ

スが適切に紹介されるよう多職種協働による切れ目のない継続的な在宅医療提供体

制の構築を図ります。   

また、医療や介護資源に地域差がある中で取組みを促進するため、在宅医療連携拠

点の広域設置を促し、市町村等単独では取組みが困難な課題等への調整、対応を推進

します。 

 

 

「地域包括支援センター」が重複

することから削除 

 

196 ア 連携体制の構築等 

○ 介護施設へのショートステイや、入院機関へのレスパイト入院等、利用可能なサービ

スの拡充や周知を図り、在宅療養者の家族の身体的、精神的負担を軽減するための取組

を推進します。 

 

ア 連携体制の構築等 

○ 介護施設へのショートステイや、入院医療機関へのレスパイト等、利用可能なサービ

スの拡充や周知を図り、在宅療養者の家族の身体的、精神的負担を軽減するための取組

を推進します。 

 

表現の修正  

196 〈施策の方向性〉 

ウ 在宅医療への理解促進 

 〇 医療従事者、介護関係者、障害福祉サービス関係者等に対する研修を行い、在宅

医療への理解を促進することで、円滑な他職種連携体制の構築を図ります。 

〈施策の方向性〉 

ウ 在宅医療への理解促進 

 〇 医療従事者、介護関係者、障害福祉サービス関係者等に対する研修を行い、在宅

医療への理解を促進することで、円滑な多職種連携体制の構築を図ります。 

 

「他職種」を「多職種」に記載を

修正 

 

 

 

 

No.21 

  



5 

 

頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

197 （日常の療養支援） 

 〇 安定した在宅療養体制を整備するため、訪問看護師の増加や資質の向上に向けて、

岩手県ナースセンターや県訪問看護ステーション協議会と連携した研修等に取り組

み、訪問看護ステーションの大規模化、機能強化を図ります。 

 

（日常の療養支援） 

〇 安定した在宅療養体制を整備するため、訪問看護師の人材確保や資質の向上に向け

て、岩手県ナースセンターや県訪問看護ステーション協議会と連携した研修等に取り

組み、訪問看護ステーションの大規模化、機能強化を図ります。 

 

表現の修正 

 

 

197 （日常の療養支援） 

○ がん治療後のリハビリテーション体制整備、医科歯科連携によるリハビリテーショ

ン体制の整備を促進します。 

 

（日常の療養支援） 

○ 退院後のリハビリテーション体制整備、医科歯科連携による摂食嚥下リハビリテー

ション体制の整備を促進します。 

 

 

がん治療に限定せず、広い意味で

の体制整備に表現を変更 

 

摂食嚥下リハビリテーションと

表現を明確化 

 

198 （日常の療養支援） 

 ○ 県立療育センターと高度医療や障がい児・者の専門的医療を提供する病院等との機

能連携を推進し、ネットワーク内の医師の協力や受入などにより、医療的ケア児、重

症心身障がい児・者の状態に応じた適切な医療の提供を図ります。 

 

（日常の療養支援） 

○ 県立療育センターや高度医療や障がい児・者の専門的医療を提供する病院、かかりつ

け医等との機能連携を推進し、ネットワーク内の医師の協力や受入などにより、医療

的ケア児、重症心身障がい児・者の状態に応じた適切な在宅医療の提供を図ります。 

 

 

かかりつけ医との連携等につい

て追加 

 

198 （日常の療養支援） 

○ 重症難病患者入院施設連絡協議会に難病医療専門員を配置し、入院中の難病患者に

係る退院支援のために、自宅近くの病院への転院調整や、在宅療養のために必要な支

援に係る関係機関との連絡調整等を引き続き実施します。 

（日常の療養支援） 

○ 難病医療連絡協議会に難病医療コーディネーターを配置し、入院中の難病患者に係

る退院支援のために、自宅近くの病院への転院調整や、在宅療養のために必要な支援

に係る関係機関との連絡調整等を引き続き実施します。 

 

現状に合わせた表現に修正 

 

No.22 

198 （日常の療養支援） 

ウ 在宅療養者の歯科受療 

○ 誤嚥性肺炎の予防やフレイル対策等の観点から在宅の要介護者等の歯及び口腔の衛

生を確保するため、歯科専門職による口腔ケアの実施や指導等を促進します。 

（日常の療養支援） 

ウ 在宅療養者の歯科受療 

○ 誤嚥性肺炎の予防やフレイル対策等の観点から在宅の要介護者等の歯及び口腔の

衛生を確保するため、歯科医師や歯科衛生士による口腔ケアの実施や指導等を促進し

ます。 

 

歯科専門職について、職名を明記 

 

 

No.13 

198 （日常の療養支援） 

エ 薬剤管理の適正化 

○ かかりつけ薬剤師・薬局の他職種連携による薬学的管理・指導を促進するため、在

宅医療に関する知識の習得や関係機関等との連携手法等に関する研修の実施などを支

援します。 

（日常の療養支援） 

エ 薬剤管理の適正化 

○ かかりつけ薬剤師・薬局の多職種連携による薬学的管理・指導を促進するため、在

宅医療に関する知識の習得や関係機関等との連携手法等に関する研修の実施などを

支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「他職種」を「多職種」に記載を

修正 
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頁 医療計画中間案 修正案 修正内容 意見反映 

200 【連携イメージ図】 

 

【連携イメージ図】 

 

 

急変時の対応を担う機関として、

「消防署」を追加 

 

 

No.8 

 


